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はじめに 

地方公共団体の会計は、予算の適正・確実な執行を図るため、現金の出入りのみに着目

した現金主義・単式簿記を採用していました。しかし現金主義では、将来にわたる資産・

負債(借金)のストック情報や、行政サービスを要する減価償却等の正確な行政コストが見

えにくいといったデメリットがあり、地方公共団体をとりまく厳しい財政状況の中で、説

明責任をより適切に果たし、財政の効率化・適正化を図るため、総務省は、平成 27 年 1

月、「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」を示し、平成 27 年から平成 29

年までの 3 年間で、すべての地方公共団体において「統一的な基準」による財務書類の作

成を推進しました。 

桜川市でも、平成 28 年度決算より「統一的な基準」による財務書類へと移行し、それら

をわかりやすく公表するとともに、分析内容を有効活用し、健全な財政運営に取り組んで

まいります。 
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Ⅰ 作成にあたっての考え方 

１ 作成方法 

貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書は、総務省が示し

た「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に基づき作成しております。 

２ 作成基準日…令和 3 年 3月 31 日 

ただし、出納整理期間（令和 3 年 4月 1日～5月 31 日）における収支については、基準

日までに終了したものとして処理しています。 

３ 対象となる会計の範囲 

区分 会計名等 

連 
 

 

結 

桜
川
市
全
体 

一般会計等 一般会計 

公営企業会計 

水道事業会計 

病院事業会計 

下水道事業会計 

特別会計 

国民健康保険特別会計 

介護保険特別会計 

介護サービス事業特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

一部事務組合・広域連合 

筑西広域市町村圏事務組合 

筑北環境衛生組合 

茨城県市町村総合事務組合 

茨城県租税債権管理機構 

茨城県後期高齢者医療広域連合 

地方公社 桜川市土地開発公社 

第三セクター等 株式会社クラセル桜川 

 

※下水道事業会計については、公営企業会計へ移行が完了したため、令和 2年度より連

結対象会計として上記表に含めております。 

※株式会社クラセル桜川については、令和 2年度に設立された第三セクター等であるた

め、令和 2 年度より連結対象団体として上記表に含めております。 
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Ⅱ 財務書類 4表について 

１ 財務書類 4 表 

①貸借対照表 

年度末(令和 3年 3月 31 日)に市が保有する資産・負債・純資産の残高を表示 

②行政コスト計算書 

１年間の行政運営コストのうち、資産の形成につながらない行政サービスに要したコス

トや、財源として使用料及び手数料等の収益を表示 

③純資産変動計算書 

貸借対照表の純資産に計上される各項目が、１年間でどのように変動したかを表示 

④資金収支計算書 

１年間の各活動に関する資金の流れを３つに分類し表示 

 

 

※数値は内訳ごとに四捨五入してあるので、合計の数値とその内訳の合算が一致しない

場合があります。  

借　　方 貸　　方

資産 負債

 
　  現金預金

純資産

　　　　  資金収支計算書 　　　　純資産変動計算書　

　　　　前年度末純資産残高

　　   　 業務活動収支
　　　    投資活動収支 　　　　 純行政コスト（△）
　　    　財務活動収支

　　　　税収等・国県等補助金
　　　　前年度末資金残高
       　　　　固定資産等の変動
　　　本年度末資金残高

　　　本年度末純資産残高

　　　経常費用　・　経常収支

　　　臨時損失　・　臨時利益

　　　　 　純経常費用

　　　　 （純行政コスト）

　　　　　　　     　      貸借対照表 　　　　　行政コスト計算書
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Ⅲ 連結貸借対照表 

１ 貸借対照表（バランスシート） 

バランスシートとは、年度末時点における財務情報を示すもので、資産、負債及び純資

産から構成されています。 

貸借対照表では、左側（借方）に市が取得した土地や建物などの「資産」が表示され、

これからの世代に残る財産状況、これまで投資された資金の使途状況などを確認すること

ができます。右側（貸方）には、その資産を形成したためにこれからの世代が負担しなけ

ればならない借入金の状況(負債)、これまでの世代が負担した資金(純資産)の状況などを

確認することができます。 

バランスシートを作成することにより、これまでに整備してきた社会資本の状況、ま

た、その整備に投資した資金の状況等を一覧で確認することができます。 

 

２ 桜川市の連結貸借対照表（バランスシート）の概要 

令和 2年度末の桜川市の連結ベースでの「資産」は、944 億 105 万 5 千円です。 

この「資産」の財源については、これまでの世代が負担した「純資産」が 479 億 9,241

万 6 千円となっており、将来世代の負担である「負債」は 464 億 863 万 8 千円となってい

ます。負債と純資産の割合は約 49：51 となっています。   
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１ 資産の部 

①   固定資産 

桜川市の固定資産は 847 億 6,044 万 4 千円となっております。 

固定資産は「有形固定資産」「無形固定資産」「投資その他の資産」などにより構成され

ています。内訳は、道路・公園・学校などの土地や建物の「有形固定資産」が 778 億

1,491 万円、ソフトウェアや施設利用権などの「無形固定資産」が 24 億 8,786 万 8 千円、

投資及び出資金や貸付金等の「投資その他の資産」が 44 億 5,766 万 5 千円となっていま

す。 

有形固定資産の主なものは、庁舎建物等の「事業用資産」が 230 億 2,822 万円、道路や

公園などの「インフラ資産」が 520 億 5,783 万 8 千円、車両やコピー機等の「物品」が 27

億 2,885 万 2 千円となっています。 

無形固定資産の主なものは「ソフトウェア」が 9,110 万 2 千円、施設利用権等の「その

他無形固定資産」が 23 億 9,676 万 6 千円となっています。 

投資その他の資産の主なものは、各種財団法人等への「投資及び出資金」が 1億 1,509

万 8 千円、災害援護資金貸付金等の「長期貸付金」が 234 万 8 千円、特定目的基金や土地

開発基金などの「基金」が 37 億 8,363 万 6 千円、納付期限から 1年以上回収できていない

債権である「長期延滞債権」が 5 億 8,504 万 9 千円、「徴収不能引当金」を▲2,846 万 6 千

円を計上しています。 

②    流動資産 

桜川市の「流動資産」は 96 億 4,061 万 1 千円となっています。 

内訳として、歳計及び歳計外現金などの「現金預金」が 45 億 3,229 万円、出納閉鎖まで

に納入されなかった税、保険料、使用料、手数料等の「未収金」が 2億 5,112 万 6 千円、

住宅新築資金等の「短期貸付金」が 167 万 4 千円、財政調整基金や減債基金の「基金」が

43 億 2,100 万 2 千円、販売用の資産である「棚卸資産」が 5億 5,131 万 2 千円、「徴収不

能引当金」を▲1,679 万 2 千円を計上しています。     
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２ 負債の部 

①  固定負債 

桜川市の「固定負債」は 434 億 350 万 8 千円となっています。 

「地方債等」は、翌年度償還額を除く地方債残高であり、299 億 5,049 万 3 千円となっ

ています。 

年度末に在籍しているすべての職員が普通退職した場合に支給しなければならない退職

金の額である「退職手当引当金」は 41 億 7,750 万 6 千円となっています。その他の固定負

債が 92 億 7,550 万 8 千円となっています。  

②  流動負債 

桜川市の「流動負債」は 30 億 513 万 1 千円となっています。 

地方債のうち翌年度に償還しなければならない「1年内償還予定地方債等」は 22 億

9,538 万 6 千円、債務負担行為などのうちすでに物件の引渡しを受けたものについて翌年

度に支払うべき「未払金」は 1 億 6,005 万 3 千円、翌年度の 6月に支給される賞与のうち

令和 2年度負担相当額である「賞与等引当金」が 2億 6,159 万 9 千円、期末の歳計外現金

等を計上する「預り金」が 2 億 8,099 万 5 千円、その他の流動負債が 150 万円となってい

ます。 

 

３ 純資産の部 

①  固定資産等形成分 

固定資産等形成分は資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、原則として金銭以外

の形態（固定資産等）で保有されます。固定資産等形成分は「固定資産＋ 短期貸付金＋ 

短期基金」の計算式で計算され、890 億 8,311 万 9 千円となります。 

②  余剰分(不足分) 

余剰分（不足分）は地方公共団体の費消可能な資源の蓄積をいい、原則として金銭の形

態で保有されます。当期末の余剰分（不足分）は▲410 億 9,231 万 7 千円となります。 

③  他団体出資等分 

他団体出資等分は連結対象団体（会計）の純資産のうち、地方公共団体の持分以外の部

分をいいます。具体的には連結対象団体（会計）の純資産に桜川市以外が行っている出資

等の割合を乗じることで計算され、当期末の他団体出資等分は 161 万 5 千円となります。 
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４ 貸借対照表を活用した財政分析 

① 純資産比率 

純資産比率は企業会計の「自己資本比率」に相当し、資産のうち償還義務のない純資産

がどれくらいの割合かを表します。この比率が高いほど負債（将来世代の負担）の割合が

少ないことになりますが、現在世代と将来世代との負担のバランスを取ることも必要とな

ります。純資産比率は 6～8割程度が正常と考えられています。 

 純資産比率(％)＝純資産合計÷資産合計×100 . 

  

将来世代の負担が 49％、これまでの世代負担が 51％となります。 

 

②  住民１人当たりの貸借対照表(バランスシート) 

バランスシートを住民 1 人当たりに換算してみると資産で 233 万 9 千円、そのうち固定

資産が 210 万円、流動資産は 23 万 9 千円となっています。 

これに対して負債は、115 万円、純資産が 118 万 9 千円となっています。
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③ 流動比率 

１年以内に償還する地方債や短期借入金（流動負債）に対して、手元の資金がどのくら

いあるかを表すもので、この比率が高いほど短期的な支払能力が高いといえます。財政調

整基金を増やしたり、地方債の償還額を減らしたりすることで、この比率は上昇します。

民間企業では２００％以上あることが理想的であると言われています。 

 流動比率(％)＝流動資産÷流動負債×100 。  

  

流動比率は 320.8%となっています。 

 

④ 社会資本形成の将来世代負担比率 

社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産又は負債による割合を見ることによ

り、これまでの世代（過去及び現世代）又は今後の世代によって負担する割合を見ること

ができます。将来世代負担比率は１～３割程度が正常と考えられております。 

 社会資本形成の将来世代負担比率(％) 

 ＝（地方債-特例地方債残高）÷（有形固定資産＋無形固定資産）×100 。  

  

 

社会資本形成の将来世代負担比率は 29.8%となっています。  
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⑤ 有形固定資産減価償却率 

有形固定資産減価償却率が高い場合は、施設が全体として老朽化しつつあり近い将来に

維持更新のための投資が必要となる可能性があります。５～７割程度が平均と考えられて

います。 

 有形形固定資産減価償却率(％) 。 

 ＝減価償却累計額 ÷（償却資産帳簿価額 ＋ 減価償却累計額）×100 。 

※物品を除いた有形固定資産残高より計算 

  

 

有形固定資産減価償却率は 56.6%となっています。 
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Ⅳ 連結行政コスト計算書 

行政コスト計算書の概要 

令和 2年度の連結の経常費用は 353 億 5,975 万円で、経常収益は 15 億 9,922 万円とな

り、差引 337 億 6,053 万円となっています。 
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１ 純経常行政コスト 

令和 2年度の純経常行政コストは 337 億 6,053 万円で、「経常費用」353 億 5,975 万円、

「経常収益」15 億 9,922 万円の差し引きで計算されています。  

①  経常費用 

経常費用の内訳は「業務費用」127 億 2,851 万 6 千円、「移転費用」226 億 3,123 万 4 千

円となっています。 

業務費用の主なものは給与や退職手当引当金繰入額の「人件費」37 億 5,105 万 7 千円、

物件費や減価償却費の「物件費等」83 億 5,678 万 1 千円、支払利息や徴収不能引当金繰入

額の「その他の業務費用」6億 2,067 万 8 千円となっています。 

移転費用の主なものは政策目的による「補助金等」192 億 6,494 万 3 千円、社会保障給

付としての扶助費等である「社会保障給付」32 億 3,277 万 7 千円、「その他の移転費用」1

億 3,351 万 4 千円となっています。 

②  経常収益 

経常収益の内訳は提供した行政サービスへの対価等である「使用料及び手数料」11 億

4,907 万 6 千円、「その他経常収益」4億 5,014 万 4 千円となっています。 

 

２ 純行政コスト 

令和 2年度の純行政コストは 343 億 7,949 万円で、「臨時損失」6億 3,340 万 1 千円、臨

時利益 1,444 万 1 千円と「純経常行政コスト」337 億 6,053 万円の差し引きで計算されて

います。 

①  臨時損失 

経常的でないコスト以外で臨時的に発生するもので、災害復旧にかかる事業費用である

「災害復旧事業費」が 2 億 4,267 万 2 千円、除却や売却により発生した「資産除売却損」

1,544 万 2 千円、「その他の臨時損失」3億 7,528 万 7 千円となっています。 

②  臨時利益 

臨時的に発生する収益で、資産の売却による収入が帳簿価額を上回る差額の「資産売却

益」1,217 万 9 千円、「その他の臨時収益」226 万 2 千円となっています。 
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３ 行政コスト計算書を活用した財政分析 

① 各費用の割合 

経常費用における各費用の割合は以下のようになっています。 

  

 

② 受益者負担比率 

行政サービスに要したコストに対して受益者が負担する使用料・手数料や分担金・負担

金などの割合です。したがって、受益者負担比率が他の団体に比べて低い場合には、使用

料・手数料や分担金・負担金などの水準を見直すことも検討する必要があります。受益者

負担比率は一般的に 10%未満となります。 

 受益者負担比率(％)＝経常収益÷経常費用×100 。 

  

受益者負担比率は 4.5%となっています。 
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Ⅴ 連結純資産変動計算 
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 1 本年度差額 

令和 2年度の本年度差額は 7 億 1,702 万 1 千円で、「純行政コスト(▲)」▲343 億 7,949

万円と「財源」350 億 9,651 万 2 千円の合計で計算されます。 

財源の内訳は地方税、地方交付税、各種交付金、分担金及び負担金、繰入金等の「税収

等」184 億 6,654 万 7 千円、桜川市が受け入れた国・県支出金である「国県等補助金」166

億 2,996 万 4 千円となっています。 

 

 2 本年度純資産変動額 

令和 2年度の本年度純資産変動額は 20 億 687 万 3 千円で、上記で計算された「本年度差

額」7 億 1,702 万 1 千円、「無償所管換等」1,731 万 2 千円、「他団体出資等分への増加」

200 万円、「その他」12 億 7,053 万 9 千円の合計で計算されます。 

 

 3 本年度末純資産残高 

令和 2年度の本年度末純資産残高は 479 億 9,241 万 6 千円で、「前年度末純資産残高」

459 億 8,554 万 3 千円と、上記で計算された「本年度純資産変動額」20 億 687 万 3 千円の

合計で計算されます。 

本年度末純資産残高の内訳は「固定資産等形成分」890 億 8,311 万 9 千円、「余剰分（不

足分）」▲410 億 9,231 万 7 千円、「他団体出資等分」161 万 5 千円となっています。 
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Ⅵ 連結資金収支計算書 
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１ 業務活動収支 

令和 2年度の業務活動収支は 22 億 4,771 万 5 千円で、人件費・物件費等の経常的な活動

に係る「業務支出」320 億 2,255 万 2 千円、税収・補助金収入等の「業務収入」348 億

4,379 万 5 千円、「臨時支出」6 億 1,795 万 9 千円、「臨時収入」4,443 万 1 千円の差し引き

で計算されます。 

 

２ 投資活動収支 

令和 2年度の投資活動収支は▲8億 2,051 万 1 千円で、公共施設等の整備や基金の積立

て、投資的な活動に係る「投資活動支出」24 億 7,142 万 5 千円、補助金収入、基金取崩し

等の「投資活動収入」16 億 5,091 万 4 千円の差し引きで計算されます。 

 

３ 財務活動収支 

令和 2年度の財務活動収支は▲2億 3,622 万 8 千円で、地方債の償還等に係る「財務活

動支出」24 億 4,167 万 8 千円、地方債の発行等による「財務活動収入」22 億 545 億 1 千円

の差し引きで計算されます。 

 

４ 本年度末現金預金残高 

令和 2年度の本年度末現金預金残高は 45 億 3,229 万円で、本年度末資金残高 42 億

5,150 万 9 千円と本年度末歳計外現金残高 2億 8,078 万 1 千円の合計で計算されます。 
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《全体財務４表》 
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《一般会計等財務４表》 
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